
- 40 - 

 

 

 

 

 

 

 

福島復興特措法第 25条に規定する認定事業者であるものが、認定避難解除等区域復興再生推進事業

実施計画に係る積立期間(注)内の日を含む各事業年度（解散の日を含む事業年度及び清算中の各事業

年度並びに被合併法人の合併（適格合併を除きます。）の日の前日を含む事業年度を除きます。）にお

いて、同法第 18条第１項に規定する避難解除等区域復興再生推進事業の用に供する施設又は設備の新

設、増設、更新又は修繕に要する費用（以下「施設新設等費用」といいます。）の支出に充てるため、

次の⑴又は⑵の金額のうちいずれか少ない金額以下の金額を損金経理の方法により福島再開投資等準

備金として積み立てたときは、その積み立てた金額を損金の額に算入することができることとされま

した（震災特例法 18の８①）。 

⑴ 認定避難解除等区域復興再生推進事業実施計画に記載された施設新設等費用の支出に充てるため

に積み立てる資金の総額（以下「投資予定額」といいます。）の２分の１に相当する金額 

⑵ 認定避難解除等区域復興再生推進事業実施計画に係るイの金額からロの金額を控除した金額 

 イ 投資予定額 

 ロ その事業年度終了の日における前事業年度から繰り越された認定避難解除等区域復興再生推進

事業実施計画に係る福島再開投資等準備金の金額に相当する金額 

 この準備金は、企業立地促進区域において機械等を取得した場合の特別償却制度の適用を受ける場

合にはその適用を受ける特定機械装置等の償却費として損金の額に算入される金額から普通償却限度

額を控除した金額（以下「特別償却実施額」といいます。）の合計額に相当する金額等を取り崩すほか、

その積立期間の末日の翌日以後２年を経過する日を含む事業年度の翌事業年度から３年間でその２年

を経過する日を含む事業年度終了の時における準備金残高の均等額を取り崩して、益金算入すること

とされました（震災特例法 18の８③④）。 

(注) 積立期間とは、認定避難解除等区域復興再生推進事業実施計画に記載された避難解除等区域復興再生推進事業

を実施するために必要な資金の調達に要する期間をいいます（震災特例法 18の８①、震災特例法規６の７①）。 

 

 

第２編 震災特例法に関する改正 

 福島再開投資等準備金制度の創設 

〔創設された制度の概要〕 

《イメージ図》 
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１ 適用対象法人 

本制度の適用対象法人は、福島復興特措法第 25条に規定する認定事業者である法人です（震災特

例法 18の８①、福島復興特措法 25）。 

 

２ 適用対象事業年度 

本制度の適用対象事業年度は、福島復興特措法第 25条の認定避難解除等区域復興再生推進事業実

施計画に記載された同法第 18 条第１項に規定する避難解除等区域復興再生推進事業を実施するた

めに必要な資金の調達に要する一定の期間内の日を含む事業年度です（震災特例法 18の８①）。 

 

３ 積立限度額 

本制度による積立限度額は、次の算式により計算した金額です（震災特例法 18の８①）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 準備金の益金算入 

⑴ 累積超過による取崩し 

法人の事業年度終了の日における前事業年度から繰り越された福島再開投資等準備金の金額が

投資予定額を超えるときは、その超える金額とその福島再開投資等準備金の金額（その日までに

下記⑷により益金の額に算入された金額等がある場合には、それらの金額を控除した金額）との

うちいずれか少ない金額に相当する金額を取り崩して益金の額に算入します（震災特例法 18の８

②）。 

⑵ 特別償却実施額の取崩し 

法人が企業立地促進区域において機械等を取得した場合の特別償却制度（震災特例法 17の２の

２）の適用を受ける場合には、その適用を受ける特定機械装置等の特別償却実施額の合計額に相

当する金額を取り崩して益金の額に算入します（震災特例法 18の８③）。 

⑶ ３年均等取崩し 

法人の認定避難解除等区域復興再生推進事業実施計画に係る積立期間の末日の翌日以後２年を

経過する日を含む事業年度後の各事業年度終了の日において、前事業年度から繰り越された福島

再開投資等準備金の金額がある場合には、その２年を経過する日を含む事業年度終了の日におけ

る福島再開投資等準備金の金額を３年で均等額を取り崩して益金の額に算入します（震災特例法

18の８④）。 

 ⑷ その他の取崩し 

   福島再開投資等準備金を積み立てている法人が次に掲げる取崩しの事由等に該当することとな

った場合には、その該当することとなった日（合併の場合にあってはその前日）を含む事業年度

において、それぞれ次に掲げる金額を取り崩して益金の額に算入します（震災特例法 18の８⑤）。 

 

次のうちいずれか少ない金額 

 

積立限度額 ＝  ・ 投資予定額 ×  

 

・ 投資予定額 － 前事業年度から繰り越された福島再開投資等

準備金の金額に相当する金額 

(算 式) 

１ 

２ 



- 42 - 

 

取 崩 し の 事 由 等 取り崩して益金の額に算入する金額 

イ 福島復興特措法第 20 条第６項の規定により認定避

難解除等区域復興再生推進事業実施計画の認定を取

り消された場合（震災特例法 18の８⑤一） 

その取り消された日における福島再開投資等準備

金の金額 

ロ 法人が被合併法人となる合併が行われた場合（震災

特例法 18の８⑤二） 

その合併の直前における福島再開投資等準備金の

金額 

ハ 法人が解散した場合（合併により解散した場合を除

きます。）（震災特例法 18の８⑤三） 

その解散の日における福島再開投資等準備金の金

額 

ニ 上記⑴から⑶まで及びイからハまでの場合以外の

場合において福島再開投資等準備金の金額を取り崩

した場合（震災特例法 18の８⑤四） 

その取り崩した日における福島再開投資等準備金

の金額のうちその取り崩した金額に相当する金額  

 

５ 企業立地促進区域に係る設備投資減税の適用期間の特例 

  福島再開投資等準備金を積み立てている法人の認定避難解除等区域復興再生推進事業実施計画に

係る積立期間の末日の翌日以後２年を経過する日が、その認定避難解除等区域復興再生推進事業実

施計画に記載された避難解除等区域復興再生推進事業の実施区域に係る企業立地促進計画の提出が

あった日又は避難指示の全てが解除された日のいずれか遅い日以後５年を経過する日後である場合

には、その法人に係る企業立地促進区域において機械等を取得した場合の特別償却又は税額控除制

度の適用期限の末日は、その積立期間の末日の翌日以後２年を経過する日とされました。ただし、

その５年を経過する日の翌日以後に取得等をした特定機械装置等については、一定の規模以上のも

の(注)に限り、適用できることとされました（震災特例法 18の８⑪）。 

 (注) 一定の規模以上のものとは、機械及び装置、建物及びその附属設備並びに構築物で、一の設備を構成するも

のの取得価額の合計額が 1,000 万円を超えるもの又は機械及び装置で、一の設備を構成するものの取得価額の

合計額が 100万円を超えるものをいいます（震災特例法令 18の７②）。 

 

 

 

イ 青色申告法人以外の法人であっても、この制度の適用を受けることができます。 

ロ 福島再開投資等準備金は、損金経理により積み立てる方法に代えて、事業年度の決算の確定

の日までに剰余金の処分により積立金として積み立てる方法によることも認められます（震災

特例法 18の８①）。 

ハ 本制度の適用を受けるためには確定申告書等に福島再開投資等準備金の積立額の損金算入に

関する申告の記載をしてその積立額の計算に関する明細書を添付する必要があります（震災特

例法 18の８⑦）。 

ニ 福島再開投資等準備金を積み立てている法人が被合併法人となる適格合併が行われた場合に

は、その適格合併直前における福島再開投資等準備金の金額は、その合併法人に引き継がれま

す（震災特例法 18の８⑧）。 

 

《連結納税制度》 

 連結納税制度においても、上記と同様の措置が講じられています（震災特例法 26の８）。 

 

 

〔施行時期〕 

改正福島復興特措法の施行の日（平成 27年５月７日）から施行されます（改正法附則１十七、改正

福島復興特措法附則１）。 

申告に当たっての注意点 


